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ケインズ一般理論における 

失業の計測と賃金較差形成機構

—— 労 働 市 場 の 順 位 均 南 モ デ ル に よ る 分 析 ——

R
-

1恵尾小

ケインズのr一般理論」によって失業（労働の超過供給）の 概 念 は （「非自発的失業」という命名とと

もに)，経済体系の中で系統的に〔ランダムにではなく）発生しかつ持続しうる，変数として位置づけ

られた。一般理論では， しかし，失業の存在の定義は与えられたが，労働の供給曲線と需要曲線を
CD

ふまえて失業がいかに計測されるかについては明;^されなかった。

1950年代に， クライン- ゴールドバーガーによる合衆国の計量モデルが提出されたが，その中に，
( 2 )

後にフィリップス方程式とよばれることになるタイプの一'̂̂Dの方程式がある。 この式は体系に登場 

する変数，貨 幣 賃 金 （それまでは外生変数として扱われていた）の変動を内生的に敍述しようとするも 

のであったが， この式に一^̂：?の説明変数として失業率がとり入れられた。 ただしこの失業率（そし 

て率の測定に使われる失業数）は統計調查における失業の定義によるものである点が注目される。

統計調査上の失業概念は，伝統的な超過供給としての失業概念とは異なっている。前者は調査期 

間またはそれに先立つ所定の期間内に求職活動を実行したか否かによって失業者を数えるのであっ 

て， どういう雇用機会（賃金率等）に対する供給（求載）であるかは問わない。 他方，後者は所与の 

価 格 （賃金率）に対する供給量と需要量の差として定義される。 統 計 調 査 （労働力調査）概念として 

の 失 業 が 「フィリップス関数」に登場し，伝統的超過供給概念とは異なる量が経済分析に導入され 

ることとなった。

いわゆるフィリップス関数が普及するとともに，当初は所与(外生）とされていた統計調查概念上 

の失業率そのものの変動メカニズムに研究者一般の目が注がれ，労働供絵者が想定する（期待する）

注 （1 ) 一般理論の非自発的失業の定« は背後に，実質賃金にかんする右下りの需要曲線と右上りの供給曲線が想定されて 
■ いると解せられる。小 尾 「ケインズ雇用理論と労働供給」〈季刊現代経済学〉第18号，1975参照。

(2 )  Klein and Goldberger "An Econometric Model of the U. S. 1929〜1952" 1955.
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「三田学会雑誌」76卷 4 号 ひ 983年10月）

責金分布という概念を使う採職理論で，統計調査上の失業率の変動を説明する試みが多くなされる
( 3 )

ようになり現在に至っている。 このような分析の流れを見ると，伝統的な超過供給概念をふまえて 

の失業の定義と計測は分析の外に残されたまま抵移してきたように思われる。伝統的な超過供給概 

念による失業の定義と計測を行なおうとするとき， もっとも基本的な困難は，規模別賃金較差が存 

在するという* 実から生じる。 ここにいう規模別較差とは，性 .年 齢 •職 種 •教育•経験年数等の 

条件を一定にコ ン トロールしても企業規模の大小によって賃金率に差があることを指している。

企業規模別賃金較差を規模間のいわゆる支払能力較差（労働の限界生産力曲線の差）で説明するこ 

とはできない。大企業の支払能力が大きくても， より低い賃金（率）で採用されているもの力K 中小 

企業に）あるのに高い賃金を支払う動機はないからである。 賃金較差の存在は， 一 '̂̂3には企業の視 

点からみて， まっさきに採用したい応募者とそうでないものがあること，すなわち選択順位があり， 

その意味で労働は等質的でないことを示しており，二つには選択順位の高いものをめぐって企業間 

で （潜在的に）競争が作用していることを示している。

上記の意味での労働の非等質性は，それが連続的であるところから，新たに解決すべき問題が生 

じる。非等質的であっても，それが不連続であり，非競争集団を形成しているならば，各集団は別 

個の労働市場とみなされ，各々に従来の需要•供給分析を適用すればよい。 しかし，現実の市場に 

おける規模別較差はそのような分断的非競争集団から生じているのではなく，連続的である。企業 

からみて選択順位の高位のものも低位のものも， 相対的に労働条件（賃金.労働時間等の）のよい企 

業へ応募し，順位の高いものが優先雇用され，残余の応募者は次言の条件の企業に応募し，その中 

の相対的に選択順位の高いものが採用され，以下同様にくり返されることは直接に観察される享実 

である。選択順位の高位といい低位といってもそれらは境目がなく連続的である。

したがって，賃金較差の形成されるメカニズムを敍述するモデルは，連続的非等質労働市場のモ 

デルであることが要請される。

このように連続的に非等質な市場において賃金較差が形成されるので，従来の等質的市場の労働 

需給図式を用いては現実の市場における失室を超過供絵量として定義し計測することはできない。 

ここに，超過供給量として定義された失業概念が分析の為台の背後に退いた，基本的な解析的な理 

由が見出されよう。そうだとすれぱ，超過供給量としての失業の明確な定義と計測の欠如は分析的

注 〔3 ) 期待賃金分布の平均が，かりに観測される賃金分布の平均と一致したぱあいでも，期待額平均と労働供給量の関係 
を一義的な供給関数として規定することはできない。ダグラス. ロング. 有沢法則の示すとおり，家計の核構成員の 
賃金率上昇の非核構成員の供給（人員単位）への影§ と非核構成員自体の賃金率の非核構成員に对する影響は正反 
对 （前者は供給抑制，後者は促進的）に作用するからである。 探職理論系統の分析事例としては，例えば，D. T. 

Mortensen; A Theory of Wages and Employment Dynamics <Phelps (ed.) Microeconomic Foundations 

of Employment and Inflation Theory, 1970 所収〉を参照。
( 4 )  「一般理論」で，非自発的失業の定義に際して労働の供給曲線が明示的に参照されていないこと，失業量の計測に 

ついて言及されていないことの一つの理由もここにあるといえる。
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体系の不備によるものだといわねばならない。

実際，賃金較差があっても，分断的不競争集団の各々の間で賃金差があるのならば，各市場ごと

に一義的な現行賃金のもとでの超過供給量を計測できる。 しかし非等質的ではあっても，供給者

に各種の雇用機会（賃金較差がある）に供給の機会がある（結果的には企業から不採用となることがある

けれども）市場では，供給者がいかなる賃金率の機会から失業しているかは，まったく一義的に定め

ることができない。 これはむしろ自明なことである。

そこで，以下では,第一に失業の概念と計測を明確にするため，はじめに連続的非等質的労働市場
(5)

のモデルを述べる。 このモデルとモデルの作動可能性を示す若干の数値実験は，他の場所で示した

ので， この稿では，モデルの敍述はできる限り概要にとどめて，連続的に非等質な労働市場モデル

をふまえることによって超過供給量としての失業量の計測が賃金較差の存在する市場においても可

能であることを示す。そしてそのための数値実験結果を掲げる（n, m)o

この連続的非等質的労働市場のモデルは， 労 働 の 供 給 曲 線 （関数）力'、積極的に役割を果たすとは

いうものの，労働の総需給曲線の交点によって生産（所得）規模がきまるという意味での新古典派

的モデルではない。労働市場を中心とするこのモデルは，有効需要命題を排除せず，そ の 意 味 で

「一般理論」 と整合的である。 このモデルでは複数の部門（または企業）における労働需要関数が，

家計の労働供給関数と新たに導入される順位分布関数とともに，賃金較差を決定するが，部門の生

産規模を直接に決定することはない。その決定は有効需要に委ねられている。

第二に，現実の資料に則して失業を計測し賞金較差の形成と変動を解明するために，本稿第V 節

で順位均衡モ デルに核労働力と非核労働力の区別が導入され， モデルの拡張が行なわれてい る 。 他

の場所で扱った連続的非等質労働市場のモデルでは， この区別を与えてなかった。 しかし，言壮年

男子層を中心とする家計の中核的収入者と非核構成員の賃金の影響は大いに異なる。前者の人員単

位での労働供絵（労働供給確率で与えられる）は自己の賃金率に対して増加関数であるのに対して，後
( 6 )

者の供給確率は，前者の賃金率の上昇に対して抑制的に反応する。 したがって核と非核の区別と両
( 7 )

者の関連的反応は，労働市場モデルの構成において基本的に重要である。

第三に，拡張されたモデルでは，家計行動における消費の側面が労働供給と整合的な形で導入さ 

れている。

注 〔5 ) このモデルの基本的部分は，① 「小尾：家計の労働供給モデル一 余暇 . 所得選好関数のバラメタの計測一 」〔第 
6回計量経済学会議議事録，1967)に述べられている。モデルの詳細は，② r小尾：労働市場のモデル一 賃金較差 
の発生と変動の理論（『三田学会雑誌』第71卷4号，1978)」および③「K. Obi: A Model of Continually Hetero

geneous Labor Market (KEO Discussion Paper, 1983)」を参照。三部門を設定したものは，④桜本光「賃金 
格差と労働市場モデル」『三田商学研究』第 25巻 4号，1982.を参照。なお，選択順位の概念は，「L. C. Thurow: 

Generating Inequalities, 1975」にも使われている。

( 6 ) 詳しくは,注(5)の文献①© , 小尾「家計労働供給の観測と理論の構成」(KEO REVIEW第も5合併号, 1983)を参照。
( 7 ) 注(5)所掲の文献②③のモデルとこの稿のn 節のモデルは核または非核構成員のそれぞれの供給行動を示すものとい 

える。ただし非核の供給確率曲線は核の賃金率の変化により変移する（IV節参照)。
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第四に，選択順位が低いために雇用機会に就業できなかった層（賃金絞差の最下端の機会からのく非 

自発的〉失業）の自営収入機会（内職を含む）への就業メ力ニズムの概要が考慮されている。

r一般理論」は，経済全体系における総生産水準が労働の総需要曲線と総供給曲線の交集によっ 

てつねに定められるものではなく，総供給曲線と無関係に需要曲線上の点で（有効需要命題によって） 

定められうることを示した。その意味で一般理論において労働供給関数は必要がないし，享実一般 

理論には家計の労働供給行動にかんする明示的な分析はない。

しかし，有効需要命題の作動のもとにおいて，現実に観測される賃金較差の発生メカニズムを明 

示し，（従って）所得の分配メカニズムを明示することは，解明をまつもっとも基本的な課題である。 

そのためには，家計の労働供給と消費の行動が明示的にくみこまれた有効需要体系が構築される必 

要がある。連続的非等質労働市場の順位均衡モデル（V 節）は， ケインズ的有効需要命題と家計の 

労働供給行動および消費行動の理論を整合的に包括するモデルの構築のための準備的作業の一環を 

構成する性格のものでもある。

n 単 純 モ デ ル

以下のモデルにおいて，労働量は人員単位で計測されるものとする。雇用労働機会の一つのa 要

な特性は，労働時間が需要側によって指定され個々人の最適供給時間への調整が自由に委ねられな

いところにある。 そしてこの*実を考慮することによってはじめて人員単位の供給量の決定機構が
( 8 )

明示されうるからである。

1. 基本方程式

(生産関数） 1 ) Qi=FOH,G i’ A i ) 10 な二ぐ(G7, G D  

? = 部門番号。 生産量， ム = 労働量， 部門:'の雇用する労働のうち最低の順位の労働 

の順位指標，G? ニ同じく最 高 の 順位指標， 平均順位指標， ニバ ラ メ タ （集合) 。 た だ し ，

dF/dGi>0, dF/dLi>0.

(労働供給確率関数） 2)

^ はパラメタ集合。 = 労働供給確率， ニ賃金率。

(順位分布関数） 3) ^o=v(.G) 4)

レニ全供絵主体中でG 以上の順位指標をもつも の の比率， e ニ任意に選ばれる小さい正数。

供 給 関 数 2)と順位分布関数の形はすべての部門にとって共通である。

注 （8 ) この点については注(1)(6)の文献，注⑥の文献②③参照。指定労働時間そのものは，生産関数の中にこれを明示的に 
導入すれば，順位均衡モデルの中で，部 門 （企業）の最適化行動により容易に決定される。このメカニズムの叙述は 
この後の課題である。
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全潜在供給主体（賃金率の値によっては供給を行なわないものも含む）の数をiVとするとi

5) Ng ニ N.vgニ N.v^iG)

は指標G 以上の主体の数を与える。

〔1〕 leaderの行動

各 部 門 （企業）中最高のM；を提示して，他部門にさきがけて全応募者の中からG のもっとも高い 

部 分 （その中にもG の差はある）を採用する部門をleaderとよぶ。他 の 部 門 はfollowerである。以 

下では， ズ= 1 , 2 として， 2 部門のうちの一つはleader,他 は followerとなる。 m；i〉m；2 なる 

を 部 門1 が支払うときは1.が leaderである。

1)式 で と お き ， これをleader部門の生産関数とする。leaderは G T 以上の指標をもつ労働 

層を採用したいとすれば，3)から，ATつ（G T ) 人が採用対象となる。た だ し こ の 中 か ら の 賃 金  

率に対して実際に就業を受諾するものの数IX G T ) は，2) を考慮して

L - 1 ) N . - X ) 三IXG I)

と な る （図1のS【,S/にあたる）。た だ し L C G T )は G で以上のG をもつもので， の賃金で雇用しう 

るものの数である。 leaderが採用対象とするもののうち最高の順位指標をもつものは4) によって 

GT =  1 であるから， leaderに か ん す る1')式 は G ニな（G T , 1 )となる。 こ れ を L-1) と共に 

leaderの 生 産 関 数1)に代入すると，

L-2) Qi=FlN-viG'^')-[x(.wu り’ G iiG l,1),ん ]

を得る。leader生 産 費 G は

L-3) Ci=C[+Wf LiGT) =  C{i-\-wi'N'viGX)'{liwu 

となる。た だ し Cもは leaderの資本費であり，所与とする。

所 与 の 生 産 量 の も と で ， L -3)の G を 最 小 に す る と G ? の値を求める。 んを未定乗数と 

して

L-4) ¥ i=C i+ kKh—F[ • ]}

とおき，

L-5) d¥i/dG7=d¥i/dwi=0 

を L-2) と連立して解けば

L-6) GT,ニGT*(リ0,み ん’Qt) L -7) w'f=w1Go, lA i ,  QO 

を得る。ただし，G T * とm；T はそれぞれC lを最小にするG ? , とM；,の値を示す。リ0は順位分布関 

数 ！̂にふくまれるバラメタである。

leader部門の雇用量はL-6) L - 7 ) の G 7 * とM；? をL - 1 ) に代入して求められる。すなわち 

L-10 LKG^')=N-v(iGT')-[iiw1,~jO
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〔2〕 follower の行動 '

followerが採用対象にできるのは，leaderが対象としたもののうち最低の順位指標をもつものよ 

りも低い指標をもつもの，す な わ ち 以 下 の 層 で あ る 。 したがって，followerの対象とするもの 

のうちの最高指標はG ? である。 し た が っ て =  followerの許容する最低の指標をG 7 と 

かけば，G ? と の 間 の 指 標 を も つ も の の 数 m f は 

F-1)

で与えられる。 これは図一1 の と i V G Tの距離で示される。followerが M；, の賃金率で入手 

で き る 適 格 応 募 者 の 数 は ，F - 1 ) に供給確率；/(M；,,力 を 乗 じ て ，

F-2)

で与えられる。 F - 2 ) を生産関数F-1)に代入して，followerの生産関数は 

F-3) Qf=F{N-lvQGl^-viGm-{i(.W f,X),GfiGl, Gl~),Af}

で与えられる。followerの生産費C f は

F-4) C/ =  a + M ；/-L/ =  a + w ；/*iV[v(G7)-v(GT)]-；u(M；/J)

である。た だ し C { は固定費。Z^,に は F - 2 ) が適用されている。 この式のC,を 生 産 関 数 F-3) 

のもとで最小にするW fと G 7 の値を求める。 た だ しQ ,は 所 与 （外生） とする。 ；を未定乗数と 

して

F-5) Wt=Cf+jiQf-F{  . }] '

をつくり，

F-6) dWf/dGl=dWf/dWf={i 

と F - 3 )を 連立してG 7 とM Vについて解く。解

F-7) G T  = GTivo, G?) F-8) w*s = wKv„ I  Af,Qf, Gl')

は，それぞれfollowerの C lを最小にするG とm;の値である。ただし，G T はすでにleader解とし 

て求められているので既知である。 F-7), F - 8 ) を F - 2 ) に代入すれば，followerの雇用量 

F-9) L^,=N[vCG7*)-vCG7)l'fx(wJJ：>

が求められる。 F-7), F-8), F - 9 ) を follower解とよぶ。

2. 順位均衡とその条件

〔1〕 順位均衡

1 の 〔1〕. 〔2 〕 で述べたleaderと followerの関係は，部 門 （企業）が 3 以上の場合にも逐次 

に適用できる。第 2 部門が第1部 門 に 対 し てfollowerの関係にあり，第 3 部門は第2 部門に対し

—— 98 (596)
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て follower,第 2部門は第3 部 門 に 対 し て leaderの関係にある，等々のようにである。市場がこ 

のように順次leader〜 followerの関係で各部門ごとに需給バランスの状態にあるとき，順位均衡 

状態にあるとよぶことにする。

〔2 〕 leader-follower 関係の逆転

初期時点で二つの部門が leader-followerの順位均衡状態にあるとき，両者の生産量の相対的ま

たは絶対的変化のために，初 期 の leader企業にかんする次期の leader解の賃金率が当該期間の

followerのそれより低い値となった場合は， leader-followerの関係に逆転が生じ，新しい順位均

衡が成立することになる。 しかし，他のケースもありうる。すなわち，生産水準の変化によって，

leaderの地位を失うことを察知した初期のleader部 門 （企業）は，それが不利であると考えるかぎ

り， leaderの位置を保持するため投資を行って労働の限界生産力曲線（労働需要曲線）の位置を引

上げることもありうる。 しかし，各部門の投資行動については， このモデルは開かれており，明示 
(9)

していない。

〔3 〕 順位均衡の条件

連続的非等質労働市場の順位均衡モデルにおいて，所与のバラメタと所与の生産量のもとで，ニ 

つの部門1 , 2 について， 1 を leader, 2 を followerとして，そ れ ぞ れ leader解 と follower解 

を求め，W\>W2 なる解を得，つぎに反対に2 を leader,1 を followerとして解を求めたところ 

W2 > W iなる解を得たとしよう。 そのようなときは，市 場 （leader-follower関係）は不安定であると 

よぶことにする。安定的であるための条件について吟味しよう。

A を leader, 5 を followerとする。定義によって， 乂 >1^ガ，かつ， である。ただし 

添 字 5 は は 部 門 （企業） B を示す。

順位均衡が安定であるための必要条件，十分条件等は次のようになる。

以下の条件がみたされる とき，労働市場は安定的な順位均衡状態にあるとよぶ。安定的な順位均 

衡の成立するための必要条件は，

1 ) Wi>W

である。添 字 I は leaderを示し，followerの添字は省いてある。leaderが ん followerが5 のと

き，w i はA の賃金率を指す。

必要十分条件は次のようになろ。

a) A と を そ れ ぞ れ leader, followerとし，1 ) が成立し，かつ次の条件a - 1 )がみたされ

注 （9 ) 各部門G ^ ) の投資行動は，このモデルでは明示的に扱わない。これは投資については開力、れたモデルである。
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るなら， こ の leader-follower関係は安定的である。

a - 1 ) 関係を入れかえ，B を leader, A を followerとして5 について leader解を求め，賃金

率にかんする解をw i とかく。A に つ い て follower解を求めその賃金率をM；とする。そのとき1) 

式 が 成 立 し な い こ と 。 これが安定的順位均衡成立のための必要十分条件である。

a -2 ) 関係を入れかえたa - 1 )の手続きで求めた leader-follower解が，や は り 1) 式 w i〉w 

をみたすならば，ぶとS の 間 の leader-follower関係は不安定であり，安定的順位均衡は成立しな

い。

上記の命題は，順位均衡モデルの検IEのための規準を与える。すなわち，生産関数と順位分布関 
数の形が正確に把握されており，か つ バ ラ メタのま定値も正確であるとしよう。 この状態のもとで 

a - 2 )が生じたとする。そして同時に現実の市場においてA とS の間に安定した賃金較差の持続が 

観測されたとする。そのときは， この順位均衡モデルは観測享実によって拒否されたことになる 

(観測される賃金較差は，このモデルの扱うメカニズム以外の例えばランダムな現象である力S あ る い は 「歴史 

的」因子の所産である等のことが考えられる）。

b ) A と を そ れ ぞ れ leader, followerとして，A に つ い て leader解5 について follower解 

を求め，1 ) 式 が 成 立 し な か っ た と せ よ 。

b-1) leader-follower関係を逆転させて， 5 を leader, A を followerとして， について 

leader解をA について follower解を求め，1 ) 式 w i> t u が成立しなかったときは，モデルのバラ 

メタの抵定値が正しくないか，又はモデルそのものが誤っていることになる。

b - 2 ) 関係を逆転させて，5 を leader, ^4を followerとしてleader解 と follower解をそれぞ 

れ求め，1) 式 w i〉w か成立したとせよ。そ の と き は が leader, が followerとして leader- 

follower 関係は安定的である。

しかしb - 2 )のケースはa - 1 )と基本的に同じであるから，独立のケースはa - 1 ) ,a -2), b-1) 

である。 こうしてa - 1 )が安定的な順位均衡の成立するための必要十分条件となる。

m 数 値 実 験

1 . この実験の目的は以下の通りである。

(1) 連続的非等質労働市場のモデルを適用するこ と に よ っ て ，賃金較差の存在する市場にお い て ， 

需要および供給関数をふまえつつ失業量の明示的な計測が可能であることを示す。

( 2 ) 実験的に与えられたバラメタの数値のもとで安定的な順位均衡の成立する領域を示す。 この 

領 域 は （所与のバラメタのもとで）外生的に与えられる生産量QfG'= 1 ,2)の相対的および絶対的な水 

準に依存すること力;，モデルの性質から，予想される。
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順位均衡の安定領域を見出すことは重要である。現実に観測される賃金較差（企業間，部門間）の 

大きさには変化が見られるし，場合によっては較差の逆転が生じることもある。けれども，そのよ 

うな変化は観測の示すところによれぱ漸時的であり，急激でランダムな変動は見られない。 この事 

実をふまえれば，賃金絞差の形成と変動には系統的なメ力ニズムが作動していると考えざるをえな 

い。 したがって，順位均衡モデル（連続的非等質労働市場モデル）のバラメタが（観測資料を用いて）適 

切に推定され，そして観測された賃金較差の大きさと変動が， このモデルによってよく説明される 

ならば，観測のおよぶ限りにおいて，モデルは市場の実態をよく反映するものとみなしうる。そし 

てさらに，計測されたバラメタの値のもとで，順位均衡の安定領域（安定をもたらす各部門の生産水準 

の領域）を計算することができる。 この領域はモデルの検誕のきめ手となる。 すなわち，各部門の 

現実の生産量がこの領域に入ったとき， もし賃金較差の観測値に不安定な変動が生じるならば，そ 

れはモデルの妥当性の重要な検証がなされたといえる。反対に何らの不安定性も観測されないので 

あれば,.モデルは修正または棄却されねぱならない。

2. 数値実験のためのモデルの具体化

この経済体系には2 個の部門があるとして，生産関数の解析的な形を

E - 1 ) Qiニ i= l,2

E-r) が ，G T < G ?

と特定化する。ろi, T iはバラメタ， G f はそれぞれ部門ズの雇用する労働のうち最低と最 

高の選択順位のものの順位指標である。

順位指標G の分布関数を

E-2) y(G) =  yo+viG； vo^O,リi>0 

とし， 潜在的な供給者（全体系の生産年齢人口）のうち， 最低の選択順位にあるものの順位指標（労 

働 の 「質」の指標）を £ , 最高のもののそれを1 とする。 G ニ£,1 の と き そ れ ぞ れ ， 次 の E-3), 

E - 3 0 が成立する。
(10)

E-3) y(G) =  l E-30 =

E-3), E - 3 0 を E - 2 ) に適用すれば

n  ハ （1-1/A0 " ハ 、、ベi - i / m
E - 4 ) .1= (トめ E - 5 ) リ0= 1 +  (ト め .

を得る。 したがって分布関数E - 2 ) は，

E-20 ニ —  1~1 /ガ  G

注 （10) くわしくは，リ〔G )= (l— ニ 1/7Vである。
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E-2") v(G) =  l + — G

となる。7Vは大きい数であるから， よい近似で 

E-2"') vCG) ニ 1 - G  

を得る。任意のG の 値 Gj.以上の潜在供給者数NQG^Gj) は 

E-6) mG^Gj)=N-vCGj')

で与えられるから，E - 6 )に E - 2 " ')を適用して，

E-7) N ① ぱ J) ニ N a- G j)

供給確率関数を特定化して，

E~8) f i = X i w

とおく。ただし， .

E-9) Xi>0,
(11)

であることが要請される。

E - 8 )で ；i ニ 0 と お け ば —/lo/zh, fi =  l とおけばM；= ( l—/lo)Ahを得るから，供絵確率関数

は

E~10) 一^ o /^ iに対しては jU=0

w^a-h')/^に対しては ju= i
(12)

でなければならない。そして一；lo//li<M；< ( l - ；lo)//?iの領域ではE - 8 )が成立する。

0 ^  fl ^ 1 におけるの最小値一 ■̂ oA?lは最低供給価格（分布）の最小値であるから 一■̂ o//?l>0】で 

なければならない。/ i i > 0 により，/loは負，すなわち E - 8 )で，

E-11) ；lo<0

が要請される。

生産関数，順位指標分布関数，供給確率関数を上記の通りに特定化して，単 純 モ デ ル で 述 べ た  

leader解 と follower解を求めた数値実験の結果の一部を示せば次の通りである。

r三田学会雑誌」76卷 4 号ひ983年10月）

となる。ここでe=lA /Vを採用すると，E-2' )は

注 （1 1 ) 供給確率関数をの線型関数におくことは最低供給価格分布を矩形分布に設定したことを意味する。 
( 1 2 )供給確率関数は図のような形になる。
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3. 数値ま験の結果

〔1〕 非自発的失業の計測の数値例

失業が雇用機会への超過供給を意味するかぎり，それは非自発的であることは自明であるけれど 

も，い わ ゆ る r唐擦的失業」を除く意味において「一般理論」の原義に従って， ここでは「非自発 

的」を 冠 し た （以下では省略する）。

失業については，二種の定義を与えることができる。一•つは所与の賃金率の雇用機会からの失業 

(以下では特定失業（率）とよぶ）であり， 他はすべての雇用機会から選択順位が低いために排除され 

た 者 の 数 （排除数とよぶ）である。

図 1 Leader〜follower間の順位均衡

特定失業者数

特定失業者数は，賃 金 率 (指定労働時間は所与）の雇用機会の賃金率（M；) よりも低い（労働の） 

最低供給価格をもつにもかかわらずこの機会に雇用されな、供給者数と定義される。 この定義によ 

れ ぱ 図 1 の5 C との五の合計が賃金率W iの雇用機会からの特定失業者数である。0 の/i'G は賃金 

率 W f の雇用機会からの特定失業者数にあたる。

排除者数は，図 の に よ っ て 計 測 さ れ る 。 図から明らかなように， 各部門で所与の労働 

需要曲線のもとで生産（すなわち雇用）を拡大すれば排除者数は必ず減少する。follower部門が拡大 

しても，leader部門が縮小すれば，followerが最低要求順位指標G 7 をひきあげつつ雇用量を拡

—— 103 (.601')——



r三田学会雑誌」76卷 4 号 （1983年10月）

表

Q i Q2
leader follower

W! W2
Wi ら w%力、ら 排除者数

200 5 1 2 56.4 52.5 425 153 6,122

以 10 1 2 56.4 54.1 425 241 5, 881
下
同 15 1 2 56.4 55.6 424 316 5,698

じ 20 — — — — — — —

不安定域
45 一 — — — — — —

50 2 1 57.8 58.2 400 675 5,141

55 2 1 57.9 58.9 399 722 5’ 071

60 2 1 57.9 59,6 398 768 5, 006

65 2 1 58.0 60.2 397 813 4, 944

70 2 1 58.1 60.9 396 858 も886

75 2 1 58.2 61.6 395 902 も831

80 2 1 58.2 62.2 394 946 4’ 709

85 2 1 58.3 62.9 393 990 も729

90 2 1 58.4 63.6 391 1,033 も682

95 2 1 58.4 64.2 391 1,076 4, 637

100 2 1 58.5 64.9 390 1,118 も594

105 2 1 58.6 65.6 389 1,162 も553

110 2 1 58.6 66. 3 389 1,204 4, 514

115 2 1 58.7 66.9 388 1,246 も477

120 2 1 58.7 67.6 387 1,288 4’ 441

125 2 1 58.8 68.3 387 1,331 4, 406

130 2 1 58.8 69.0 386 1,373 も373

135 2 1 58.9 69.7 385 1,414 4, 342

140 2 1 58.9 70.4 385 1,457 4,311

145 2 1 59.0 71.1 384 1,499 4, 281

150 2 59.0 71.8 384 1,541 4’ 253

人口 iV = 10,000

大するときは排除者数は増大することもある。

表 1 は，数値実験結果のうち第1部門の生産量を©1 =  200に 固 定 し 第 2 部門の生産量© 2を 5 か

ら 150ま で 変 化 せ し め た 場 合 を 示 す 。 バ ラ メ タ は 表 2 の ケ ー ス 1 が 使 わ れ て い る （人口 AT ニ10,000と

与えてある）。 （?2=20〜4 5 の間は不安定域であることがわかる。 Q2 = 15 か ら 45の 間 で leaderと

followerの逆転が生じている。賃 金 較 差 の 下 端 （follower) の賃金率を規準とした特定失業者数は

150さ© 2さ5 0 の範囲で400から384ま で （失業率では4 %から3.84%まで）第 2 部門の生産の拡大と共
一  (13)

に減少する。第 1 , 第 2 部門の賃金率の変化は，W1,m；2の欄の通りである。

5 ^ 0 2 ^ 1 5の範囲では，賃金較差の下端を規準にした特定失業者数は増加する。 こ れ はM；2 の

上昇で図1 の/̂ じ̂部分が増加したことによる。 さ150の範囲では賃金較差の上限（この領域

注 （1 3 ) 数値実験に関しては，鍵ロ美雄（慶應義塾大学助教授) ,清家篤（同助手）両氏の助力による。プログラム作成の細 
部は官内環（慶應義塾大学学生）氏が担当した。
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では第2部門がleader) W2 を規準にした特定の失業者数は増加する。 これは賃金率の上昇によって 

図のS C + の五が増加したことによる。一般失業者数の変化は最後の欄に示されている。

表 2

〔2〕 不安定域と安定域

表 2 のケース1 のバラメタを使し、，®1を50から1000まで， Q i を50から1500まで変化させたとき 

の順位均衡の安定域と不安定域を図2 A に示す。 X X より上方は 

所与の生産量が労働供給量によって充足されない不可能領域であ 

るから排除される。図 中 の1一 2 は こ の 領 域 に お い て 部 門 1が 

leader, 2 が followerの関係で， 2— 1 は部門2 が leader,1 が 

followerの関係で安定的順位均衡の成立することを示す。

図 2 B は表2 のケース2 のパラメタを適用して©1を 50から 

1000まで，Q iを50から600まで変化させた場合を示す。 と 

が同じ値をとるという意味でパラメタが両部門で接近するほど，不安定域の幅が広くなることが示
(14)

されている。

ヶ ー ス 1 ケ ー ス 2

OCi 1 .0 0 . 8

CC2 0 . 8 0 . 8

n 0 . 4 0 . 4

n 0 . 9 0 . 9

^0 - 0 . 5 一  0 . 5

h 0 .0 1 0 .0 1

0.2
700

図 一2 A 展位均街の安定域
(ケ ー ス1 )

® i = 1 . 0  7 i = 0 . 4  /^o =  —  0 . 5 

び 2 = 0 . 8  72 = 0 . 9  A i = 0 . 0 1

N ニ 10000

600

500: X  X

400

300:

2-1

200

100

2-1

安定球
1 2-1 2-1

• パ-
,パ'

X X  X X  X X

不安定域
安定域

50 100

-rr--2T--2-ロ ^̂ ^̂ ^̂ ^̂^
700 800 900 1000400 600

注 〔1 4 ) 供給確率関数を同次関数（>*0=0)に単純化すれば，不安定領域は，図 2A, 2 Bの原点を通る2本の直線にはさま 
れる領域となる。注.(5)に所掲の文献③を参照。
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Qz
500

図一2B (ケース 2 )  cj = 0 .8  = 0 .4  Aj =0.01 

び2 ニ 0.8 72=0.9 ス o =  _0-5

iVニ 10000

Qi

IV 2 財 モ デ ル に お け る 臨 界 核 所 得 の 定 義 （補論）

1. 臨界核所得

労働供給確率のモデルを各種財.サービスの需要モデルと結合するためには，臨界核所得を，余 

暇〜所得という2 財の選択図式から，各 種 財 •サービスと余暇の選択図式へ拡張する必要がある。 

そのため，問題の本質を損わずに簡単化して，余暇，第 し 第 2 財 （およびサービス）の三者を含む 

三次元の無差別空間での臨界核所得の定義および導出について述べる。

第 1 , 第 2 財 の 量 （固定価格表示）をそれぞれの，q z ,余 暇 を ^4で 示 す （図3 ) 。p u か，w は第 1, 

第 2 財の価格と賃金率である。主体 ズ の 効 用 （指標）関数を， を / に個有のバラメタの値として，

1 ) (o^Qiiqu Q2, a , Ti)

とする。ただし， みを労働時間，T を処分可能な総時間として，

2) A=T-h  

である。収支均等式は

3) I+wh=pigi+p2Q2

で与えられる。ただし/ は保証収入（就業せずに保証される収入）である。主体が労働を供給しないぱ 

あ い の g i , めの値を求める。す な わ ち 3 ) と 1 ) でみ= 0 とおき，

30 I  ニ

を制約として0)
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図 3 余暇と2 財の選好関数にteける臨界核所得

2

§

財

財1

1 ' ) 0>ニ<U(gi’g2’ T’ fi)

を最大ならしめるロ1,Q2の値を求めれぱよ

4)
do)
dqi

d(o

dqi P2

と 3')を 連 立 し てgu Q2について解けばよい。その解を

5-1) qiOi ニの ニポiQju i>2,1, T, Ti) 5 - 2 ) ヴ2(/^=の = g K  か’か,/,:T, rO

とあらわす。ただし’ポ，ゲ2はか，P2, / にかんする0 次同次関数である。

つぎに主体が’指定労働時間があ時間，賃金率がW である雇用労働機会に就業した場合のgi! と 

qzの値を求める。制約式は 

3") I+wh=pigi+p2q2 

極 大 化 さ れ ろ は ’ A= T—H を 1 ) に代入して’

1 " ) (o=(o(.qi,qz, T~h,xd 

である。

40
3(0
dOi

d(o

dqz
'pi

と 3 " )を連立しての，Q2について解き'解を

5-10 qi(.h=h')=qKpup2j+ w h , T,ri') 5-20 q2<ih=h)=q'iipup2,1+wh, Zyi)

とあらわす。 これらはpup2 ,I+ w hにかんする0 次同次関数である。

5-1), 5-2)の み U = 0 ) G = 1 , 2 ) を 図3 の点a で示す。3')式 は 図 の で あ ら わ さ れ て い る 。
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無差別曲線の》は CWが最大化されたときの効用関数r ) を示す。

5-10, 5 - 2 0のgiOi=h) 0 = 1 , 2 )を図の点# で示す。等 量 線 は (wが最大化されたときの効 

用 関 数 1")を示す。

点 《の qu Q2の 値をr ) に代入すれば，曲 線 の 効 用 指 標

6) (o<x=(o(ql, ql, T, jd

を得る。た だ し g?, q l は 5-1), 5-2)で与えられる。 曲線の方程式は，r ) と 6) から

7) T,ri)=QiCqi,q2, T,yi)

であらわされる。

点 iSの qi,q2の 座 標 を 1 " )に代入すると，曲 線 (Opの効用指標

8) o>̂ = (o(iq\,q\, T—h,yi)

を得る。ただし，ホ， は 5-1'), 5-2')で与えられる。曲 線 0>タの方程式はr ) と 8) から

9) (oQqi,ql, T—h,ri)=(o(iqx,q2, T—h,rO

と か か れ る 。

供絵主体は，雇用機会に就業すれぱ点タに非就業のときは点a に位置する。臨界保証収入の定義 

によって，供給主体の保IE収入が臨界保証収入であるためには，点 《と々が同一の効用曲面上にな 

ければならない。 したがって，7 ) と 9) の左辺を等置して

1 0 ) " ( パ ’ ゲ2, T,ri) = (oCqi,q2, T一み’ 7*0

を得る。5-1), 5-2), 5-rO, 5-2" ) から g?,ポ は か ，P2, / の は pu pi, /, wh の関

数であるから，10)を / について解けば，臨界保証収入

11) = l*Qwh,pi,p2,rd

を得る。 これは効用指標関数のパラメタの値がh である家計/ の臨界保証収入である。

選好関数のバラメタのうち1個が家計間で異なるとすれば，当 該 バ ラ メ タ を と か き ，その密度 

分 ホ は /〔r O で与えられる。確率素分は

12) firddri 

I * の分布は，

13) Ti= I  ネト 

を/ ( r O に代入して

14) wh,pup2)'\
d l*

で与えられる。ただし， は 1 1)の 右辺/ * の逆関数である。1C*を*きなおして

^(.I*\wh,pup2)

これが臨界保IE収入分布である。
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2 . 最 低 供 給 価 格 （M S P L ) とその分布

最低供給価格（第 :•家計の）は，臨界保IE収入の方程式から直ちに導かれる。

すなわ ちM S P L は，供給主体の臨界保障収入（11)式で与えられる）力:，現実の保誕収入に等しい
(15)

ぱあいの賃金率M；の値にほかならない。 したがって，11)において，/?=/iとおき， について解 

けば，最低供給価格

15) h,p\,p2, r<)

を得る。 ただし， は 11)式 の / *の逆関数である。15 )は関数記号を•きなおして

16) H, pi,p2, Ti)

これをf i について解いて，

17) I, h,pup2)

これを？̂ の 分 布 12) に代入して変数変換を考慮すれば

d W
18) f[w~Kwi, I, h,pup2)1

dW i

が M S P L の分布関数であろ。 これを* き改めて，

19) h,pi,p2)

供給0 率方程式は，

20) \ WiwiM, h,pup2)dwi 
= a 一

によって与えられる。 これは所与の保障収入をもつ供給主体が（所与のあとか，かのもとで） M；, h 

なる賃金率と指定労働時間の雇用機会へ供給確率である。

2 0 )を次のように言きなおす。

2 1 ) I ’ R,わ\’p2)

ただしf iは供給確率である。

3 . 需要関数

雇用機会へ就業した主体の第1 , 2 財への需要関数は5-1'), 5-2')で，非就ま主体のそれは5-1), 

5-2)で与えられる。

各 主 体*'の需要量はそれぞれ個有なr * の値によって主体間で異なる。非就業主体の平均需要量 

は，第 1財については

22-1) £C^S) =  J q\ • fC r^d r

注 （1 5 ) 詳しくは注(5)の文献①(Dを参照。A型家計では保証収入は核収入に相当する。
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で与えられる。た だ し r x は ；*分布の下限と上限値である。第 2 財については

22-2) £(^§) = \ qい jX r )d r

'■e与えられる。

就 業 主 体 の 平 均 需 要 量 は 第 し2 財についてそれぞれ

23- 1 )五(セ )= 、 q \ 'f i r ') d r

23-2) E(.q\') =  ) q h fC r^d r  

で与えられる。

就 業 . 非就業主体をこみにした1主体平均需要量を，第 1財， 第 2 財について歹1 ,q 2 と記せば,

24-1) g i= fiE C gh  +  C l-fi')E C g l}

24-2)ホ= ；/£：(セ)+ (1-«)五(ポ）

となる。

V 連 続 的 非 等 質 労 働 市 場 の 総 合 順 位 均 衡 モ デ ル

ケインズ的有効需要命題と整合的な連続的非等質労働市場の順位均衡モデル（順位均衡モデルと略

称） と数値実験によれば， 賃金較差の形成機構が明示され， これにともなって「非自発的」失業量

の計測も可能となることが明らかにされた。順位均衡モデルを現実の市場の資料に適用して計量化

するには， しかし労働供給主体としての家計の視点を導入する必要がある。家計の労働供給にか

んする法則---タクフス . ロンク. 有沢法則--- によれぱ家I十の中核的収入者層を構成する構成員

<核）の 収 入 （核収入） とその他構成員（非核）の労働供給の間には不可分の関係がある。 したがって，

J腰位均衡モデルは家計の核および非核構成員のそれぞれについて，かつ両者の不可分の関連におい

て ，適用されねばならない。 このような形で核と非核構成員を総合的に扱う，総合順位均衡モデル

の概要は表3 (〔1〕〜〔7〕）に 示 さ れ て い る 。個々の供給者は家計の核構成員を形成するグループ
(16)

(核層） と非核構成員のグループ（非核層）に分割される。 モデル全体にかんする外生変数は（ニつ 

の）生産部門の生産量と生産物価格である。

表 の 〔1〕 は核層の順位均衡を示す。 EP-1)〜E P - 4 ) 式 か ら leader〜follower解として， 

EP-5)〜EP- ；U ))が得られる。 これらは第1 , 第 2 部門の核層にかんする雇用量，賃 金 （率)，順 

位指標の順位均衡値を与える。ただし非核層の雇用量は所与とされる。すなわち，非核層から供 

給される雇用量と賃金率は，モデルのこの部分については外生変数に準じて扱われている。E P-9),
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E P - 1 0 ) の 第1 , 2 部門の雇用量L r とムデは，雇用機会に就業した核層人員数であり， これら 

は核収入が雇用収入である家計の核収入者（雇用就集核）を構成する。図 1 (第 1部門をleader,第 2 

部門をfollowerとしているので，図の添字/を 1に，添字/ を2に読みかえる） の OLu N  Gユ 2 にあた 

る。 図 の ム i V G T とムiiVG?はそれぞれ賃金率M；u W2の雇用機会に（最低供給価格が高いため）供 

給しなかったものであり，N G ^ N はすぺての雇用機会から（順位指標が低いため）排除されたもの 

である。 これらはみな雇用収入以外の収入（このモデルでは自営収入）に依存する核層を構成する。

表 の 〔2 〕は，雇用機会に就業していない核層の数と自営収入を示す。 自営就業核数]?G'=0,1,

2 ) は，DP-1), DP-2), D P - 3 ) で与えられる。 自営就業核1人 当 り 収 入 はD P - 4 ) で示され 

る。

表 の 〔3 〕〜〔5 〕 は非核層の適格人員数，供給数と順位均衡をあらわしている。

非核層は雇用就業核をもつものとg 営就業核をもつものとから構成されている。〔3 〕の E N - 1〉 

は前者にかんする人員数TV"を，E N - 3 ) は iV"人中の指標G 以上の適格人員数を， E N - 4 ) は供 

給確率関数を示す。 〔4 〕の D N - 1 ) は自営就業核をもつ非核人員数NDmを与える。 D N - 3 ) ば 

ND筑人中G 以上の適格人員数を与え，D N - 4 ) は供給確率関数である。 〔5 〕は非核層の順位均衡 

を示す。N - 1 ) 式は非核層にかんする順位指標分布で，EN-3), D N - 3 ) の y 関数と共通である。 

N-2-1)とN-2-2)はそれぞれ供給確率関数E N - 4 ) とD N -4)の再® である。N - 3 ) は，N-2-1X 

N-2-2), EN-3), D N - 3 ) から求められる， 全非核層（雇用就業核と自営就業核の合計）にかんす 

る 指 標 以 上 の 人 員 数 を 与 え る 。N-4-1)とN-4-2)は，第 し 2 部門の生産関数（EP-4-1),E. 

P-4-2)式）の 再 で あ る 。ただし，I / i と 2) はモデルのこの部分では準外生変数として 

扱われる。N-5)〜N-1の は 非 核 層 の leader-follo>ver解でこられはN-1)〜N-4-2) から求めら 

れる。

モ デ ル の 〔3 〕〜〔5 〕の部分では，核層の雇用量と賃金率は外生変数に準じて（所与として）扱わ 

れる。 〔1〕〜〔5 〕 の全体で核層と非核層の雇用量と賃金率が内生的に決定される（自営就業する核

注 （1 6 ) 核 . 非核構成員の区別についての立入った分析は，① r小尾：家計の労働供給の観測と理論構成一 探索の過程
-- (KEO Review も 5 合併号，1983)」および②「K. Obi: A Study in the Theory and Measarement of

Houshold Labor Supply-- Provisioral Report---(KEO Discussion Paper, 1983)」を参照のこと。本稿での

モデルは，有効需要命題をふまえた一般均衡型KEOモデルとの接続を予定して設定されている。この目的のために 
家計構成員中の核構成員の就業行動は，非核構成員のそれに对して先決されるという家計構成員間のrecursiveな 
機構を前提とする。事実，夫婦とその子女から成り，夫が雇用労働に雇用されている家 計（いわゆる勤労家計）では- 

核収入は夫の収入であり，その収入を先決変数としてその他構成員の供給が決定される（ダグラス. ロング.有沢法 
貝！)）。核構成員としては男子を照応せしめる。 非核層には女子を照応せしめる。 これは第1次の実験計画である。こ 
の照応のもとでは，生産関数の中に入る労働投入は性別に分類される。性別に労働投入を分割することが適切であろ 
ことは他の場所で確認されている（上掲文献①®を参照)。 もし男 子 の 一 部 （例えば退職年齢後の高年層）力';供給 
側において非核構成員としての供給行動をとるのであれば，供給側において非核構成員に女子と高年男子を含め， 
非核労働供給関数を女子と高年男子別に叙述すればよい。このばあいの生産関数において高年男子とその他男子の間 
で区別の必要がないならぱ（生産弾力性の値等のバラメタの値が互いに等しいならば）高年男子の供給と他の男子の 
供給が，生産関数の男子（高年とその他の計）数に等しいとおけばよい。
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層と非核層の数とそれらが造出する所得も内生的に決まる。 ただし， 自営所得造出のための生産関数〈所得造 

出関数〉の形あるいはそれから導かれる眼界ないし平均生産力は外生的に所与とする）o

〔6 〕，〔7 〕は家計の第1 , 2 部門の生産物に対する需要を示している。〔6 〕は核所得が雇用就 

業で稼得されていろ家計の，〔7 〕は核所得が非雇用就業で稼得されている家計の，需要を示す。

〔6 〕のC-1)は，非核構成員が雇用就業している家計の/財 需 要 （/=1,2)関数である。 0 2 )  

は， 非核が自営就業している家計の， C - 3 )は， 非核が非就* の家計の需要を示す〔1家計当り， 

以下同じ)。

〔7 〕のC'-l)は，核が自営就業している家計で，非核層が雇用就業しているばあいの需要を与

え，C '- 2 )は同上家計で，非核層が自営就業しているぱあいの需要関数を与え，C '- 3 ) は同上家

計で，非核層が非就業の家計の需要関数である。

〔1〕〜〔7 〕は，価 格 P f し' = 1 , 2 ) と生産量 a を外生変数として，第 1 , 2 部門の賃金率，雇

用 量 （およびき営就業者数とその造出する所得)， 両部門の生産物に対する家計の需要量を内生的に決
(18)

定する。 投資財として使われる第1 , 2 部門の生産物の量に対する需要は， このモデルに投資行動 

の叙述を加えろことによって決定されるのはいうまでもない。これらと家計の需要は有効需要命題 

によって，Q fの生産量とともに価格を決定することになる。〔1〕〜〔7 〕は，基本的に図1 にもと 

づいてま成されている（図 1にあたるものを核労働層と非核層についてそれぞれ設定し，両者の供給確率曲 

線がダグラス. 有沢法則で連動する形になっている）力;， 逆 に 〔1〕〜〔7 〕をみることによって図1 の 

図式が有効■ 要命題によって画かれていることが理解されよう。

ケインズのr一般理論」で取りあげられた「古典派」（新古典派）の図式は， 図 1 に則していうな 

らば，点 S ! と/Tを結ぶ1本の供給曲線が， 1本の需要曲線と交り，その交点で雇用，賞金率，生 

産量のすべてが決定される図式であると表現することもできる。 このばあい， 第 4 象限の v (G ) 

分布はもちろん登場しない。

注 ひ 7 ) ここでは補論IVで述べた需要関数とは別の形で，需要関数が設定されている。これは従来計測されてきた需要関数 
を，そのままの形で使用したいためである。需要関数は従来（例えば迁村. 黒 田 「日本経済の一般均衡分析」）所得 
を独立変数（需要量を従属変数）として記述されている〔上掲文献では所得ではなく消費合計が各種財の需要関数の 
右辺の独立変数に使われている。 し力、し，効用関数の変数中に貯蓄も含められているとすれば，独立変数は所得で， 
各種の財の需要関数および貯蓄関数が叙述されるとみなしてよい。実際，効用関数の中に（金融資産）貯蓄を含めた 
例としては. 迁村和佑「家計の資産保有と貯蓄率の変動I , n, m」『三田学会雑誌』71卷 6号. 72卷 1号，72卷 5 

号がある。これらの計測は1家計当たりの資料によっている〕。
これら従来の計測結果は，余暇 • 所得の決定モデルで所得が決定されたあとで，所得が各種の財の需要にどう配分 

されるかを記述する方程式として（少なくとも有効な近似として）使うことができる（このことは，図 3からもあき 
らかである。所得がどのような源泉から発生しようとも，その支出配分は，所与の所持のもとでの効用指標最大化が 
達成されるように配分される）。 したがって， 1家計当りの資料（例えば家計調查資料）を使って，C-1), C-2), 

C-3)およびCし1 ) , Cし2), Cし3 ) を計測しておき， これらの右辺にそれぞれに整合的な所得額を代入して，需要 
を求めることは，第 1次近似として，適切な方法である。

なお， 〔6〕〔7〕では非核構成員が（同一家計内で）一部は雇用就業し一部は自営就業する， ヶ一スについて 
は （問題の本質をできるだけ簡明に示すため）省略してある。

( 1 8 ) 自営就業によって生産されろ第 1 , 2財の生産量については明示してない。
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_  表 3

〔1〕 核労働力層の順位均衡（雇用市場） ’
EP-1) iVP(GP) = ジ（G P ,レoP).iVP EP-2) fjLP=fx̂ {W\ iP i ,  P2,A'>,kl) EP-3) ニ iVP(C?P) .jmP

EP-4-1) Qi = Qi(L?, Gf, L\, _ EP-4-2) Q zU l, Gl, U ,  Bz)

EP-5) V , Li", G：", P i,P 2 , Qi)

EP-6) W i"(イ,スS, Bぃ A>', L \, GJ, P i’ P 2 , Qi)
EP-7) = A\ L I ,を ’ GT , Pi.Pz.Qz)
EP-8) Ag, B ,,A \ L I, G2", G 7 , ?i,■P2 , Q2 )
EP-9) Li*P-Lr[iy；M . )] EP-10) . )] ■

〔2 〕 自営に就業する核労働力層
DP-1)んりョiVだ一LT=Np.レ（G r ,レ0)_ムド
DP-2) Â2 ミ (̂ Nな- Nだ）一L;P =  Np.\MGr ’ 1̂0) uo)]~Lt^
DP-3) APq ョ NP - Nだ = NP-NP. v (G r，リ0)
DP-4) yfP = /P(W；’ Pi ’ P2’ ポ) ，（レ 1,2); DP-5) P „  P^,

〔3 〕 雇用就業核をもつ家計の非核層の雇用労働と自営（内職)労働への供給 
EN-1) ATョ ai*P+^2*P)r r ョ非核人口/核人口 
EN-2) W  ョ（ W；̂ L;P) / Ui*P + ̂ 2^
EN-3) JVCG") =N"-w(G", v3)
EN-4) //* = ダ (W"l

EN-5) L2 = iV"-v(G", ydo.,Pi,P2,^V
EN-6) ydcn.̂  (内職への就業確率）

自赏（内職)平均生産性 
〔4 〕 自営就業核をもつ家計の非核の労働供給 

DN-1) (il? +ポ +]g) r ョ iV°"

DN-2) ぎPんP+yodPポ )/(」？+パ +」S)
DN-3) iVD"(G")=iVD".レ(G-’ i/S) DN-4) (W'' I 5̂ J„„, , P i ,P 2 , 4 )

DN-5) W\

〔5〕 非核労働力層の順位均衡
N-1) (iV"+iV®")-v (G\ uS)=N (G j _
N-2-1)ダ = ダ（IT I WP’ 5̂ JL’ PhP2,AS) N-2-2) / " ニ/ " (PT I 5̂<L«’ ’ Pぃ P2 ’ スざ） 
N-3-1) L I, =AT .レ（ゆ .ダ （IT I IT, 5̂3。™’ P2 ’ >M+(iVA+iV22 + iV̂o) .^"(GT).ダゐ™(Ĥ r I テLa, 

冗。パ 1マ 2’ スぎ）
N-3-2) Zら=A/"[パG2""*)-レ(G r)] .ダ I WP,^„m,PbP2’ /lS) + (Wi+iV：f2 + A%)l>(Gr)- 

レ(GT) ] -Ml.(w^21 r^o. , no. , P i’ P 2 ズ ） _ _
N-4-1) Qi = Qi (Li*^ G f,L J. G IB ,)  N-4-2) , L I, G ^B ^)

N-5) G r = G T { v l ^ K ^ K ^  L\\ G{ ぃ Qi)

N-6) wr=wr"(i/s’ As,A5’ L r ’ ^p ,_Bi ’ Qi )

N-7) Gr = G r K ’AS’Ag’L r ’§"’fi2’G r ’Q2)
N-8) IV*" = W l^{v l,k l,k i,L l\  Gl , B2 , GT, Q2 )

N-9) L*" = Lr[W ^r( . )] N-10) L2*m ニL2*"[>2*"(. ) ]
N-11-1) N2i = A\-r N-11-2) N2z=Al-r N-11-3) N2o =  Â Q-r 

〔6 〕 核が雇用就業者であるま計の消費 

C-1) <i,{h)=qHPi,P2,yih))
C-2) «,(/i*")=<i?d(Pi’ _P2，パん<*))

C-3) qdO )^qnP i,P2^y iO ))

C-4) プ ih )ョ-(j^*Pa_7fp)(i + r) { (ム1" + ぺ P) んP +iV".レ（Gり-M-iWi I テLn ’ Pi, Pz ,^ l) •

h - w i + N " - [ u i G r ) - ^ ( G r ) ] - M " i W 2 1 w\r^on.,Py,P2,K)\
C-5)ツ(めョ ? んP + AT ツン冗。J / U r P + L r ) ( l  + r)

C-6) y[0)=hW ^hV {l^7 )
C-7) ^ ■ ニ (0) . i l —fi '—fii) +qi(h) + -；Ud 
C-8) お . ai*P + lJP )(l + r)/Ji (:. = 1,2)
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7〕 核が自営就業者である家計の消費（1家計当り）

■ C '- l ) qfぐ ぃ  P 2 ,
C' -2) <lゴ。m Ad (め = ボ。m Ad (P i, P 2 , ydo.(め ）

C  -3) 0 (0) ニ 。(Pi,ケ ;yd<»n (0))

C'-4) /omOi)三 (」け」ミ +シ) ( i + r ) 1 rao.,- U?  +Al +Âo) + (iV；, + iV；2 + W 3) W{G\)-fAo.

C'-5)

C'-6)
C'-l)

C'-8)

(Wl I 冗。™ , Tdom ’ Pi ’ , Aざ）+ (パ GT) - V (cr)) -MdoJ I rdo. , ,Pi,P2,Â)( 
/。"(め = ニ g)(l+r)[テ5。™. W +んP+ポ）+N̂V/omrdoJ 
/°"*(0) = ny5ol/(l+ r)
ポ = パ。mO(0) +«f。"■べん） +パ。"■ぐんゴ）.f^ln i i  = l,2)
(jf 二をf .iVP"(l + r ) / ( r H )

表 3 の記号説明

核労働層の賃金率

〔I 〕 N P 核構成員数
fJ? 核構成員の供絵確率 
Qi !'(!'ニ1,2)部門の生産量 

U 核労働層の労働投入 
o r  !'部門の雇用者(核構成員）の最低順位指標 
W * ^ 部門の雇用者（核構成買）の順位均衡賃金率 

L:P 部門の順位均衡雇用者数(核労働層）
N'GP') GP以上の指標をもつ全核構成員数

17(G") iVP(GP)人中賞金率で供給する核層の人員数

G? ifP人中の最高. 最低順位指標の平均[(II節(1')式)参照]( i 部門雇用者中の核労働力について） 
U 非核構成買の雇用量，パP〔2〕参照
cr Lr人中の最高•最低順位指標の平均（i 部門雇用者中の弗核労働力について）

P , 生産物価格，Q i 生産量 
1 = 1 は leader, i =  2 は follower (以下同様）

レ（ ) 核構成員の順位指標分布関数 
juP( ) 同上供給確率関数 

EP-5) EP-6)は W と G の leader 解 
EP-7) EP-8)は と G の follower 解 

〔2 〕 Af 部門の賃金率に対して供給を行わない核構成員数レニ1,2)

J S 雇用機会Wf, ly!の双方から，順位指標が低いため，不採用になった核層労働数 
yfP 人の核構成買1 人当り自営所得造出額（j'=0,l,2)

N ^ f 1•部門の許容する最低順位指標以上の指標をもつ核労働力層の人買数 

j P 核構成員の自赏所得造出のための資産（外生）
〔3〕 N" 雇用就業した核と家計で結ばれている非核人員数 

I T 平均核所得(雇用就業する核層の）
i V " ( G j雇用就業核をもち，G„以上の指標をもつ非核労働数 

非核構成員労働層の供給確率 

^dom 内職の平均生産性（収入率）（外生変数として极う） 
f 4 非核層の内職供給確率

u{G.,A^o)非核構成員の順位指標関数（核労働層と共通）
L I 指標G"以上の非核構成買（核収入が雇用収入であるもの）のうちの，ly；■の賃金率に対する供 
仏者数

〔4 〕 自営就業核と結ばれている非核人員数，》• は〔3 〕と共通
テ自宫就業核の 1 人当り平均自営所得造出額 
N^"(G") yyD"人の非核中G"以上の指標をもつものの数

ルル人の非核の雇用機会への供給確率， 人の非核の自當（内職）への供給確率
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C5] cr Gr=G.(Gr, G^")1'部門のG"の 平 均 Gr", Gf"は夫々最小,最大値 
N 2 i成人の核構成員に結ばれている非核人買数
Gr 部門に雇用された非核層労働力の指標の最低値Gf" .同じく最高値
wr" /部門の非核層労働層の順位均衡賃金率ムr"パ'部門の非核労働層の順位均衡雇用量：
iV(Gj G 以上の指標ももつ非核層数（〔3 〕，〔4 〕所掲のものの合計）

Lと/̂2の集計
1 ^ 1 Gr■以上の指標をもつ非核層の供給人買数（第1部門へ）
L"g2 GT以上G r 以下の指標をもつ非核層の供給人貝数 
xr (:'=1,2)非核層の労働投入人員数 

〔6 〕 (li ( h ) 核が雇用就業している家計で雇用機会に就業している非核のいる家計の1 家計当り【'財へ 
の需要（1'=1,2)

CJi(んゴ） 同上家計で非核が自営就業している家計のi 財需要(1家計当り），が非核の自営労働時間 
(U ( 0 ) 核が雇用就業している家計で非核非就業の家計のi 財への1家計当り需要 
;1家 計 当 り 人 買 数 が ；核 の 指 定 労 働 時 間 ホ f;核が雇用就業の家計の1家計当リ消費 
；核 が 雇 用 就 業 家 計 の 消 費 h ; 非核の指定労働時間 

/ 。"■(ん） 核が雇用就業,非核が雇用就業の家計の所得(1家計当り.)
核が雇用就業,非核が自営就業の家計の所得(1家計当り）

/ 。" ( 0 )核が雇用就業,非核が非就業の家計の所得（1家計当り）
〔7 〕 核がg 営就業者である家計で,非核雇用就業の家計の（I'財の）消費（1家計当り）

乂。 同上家計で,非核自當の家計の消費 
ど。™。 同上家i十で,非核が非就業の家計の消費 
をf 同上家計の1 家計当りI'財の消費 
(iV, 核が自営就業の家計の消費

表 3 の 〔1〕〜〔7 〕， したがって図1 は， また長期にわたる成長〜発展のプロセスとも照応する。

図 の NG^f〜N の部分は雇用機会から（順位指標が低く）排 除 さ れ た （生産年齢）人口部分を示して

いる。雇用労働部門1 , 2 の 生 産 規 模 の 小 さ い 段 階 で は 点 は 左 に 寄 っ た 位 置 に あ り ，排除人

ロ部分は大きい。賃金較差の下限以下の収入率の仕* でも， 部 分 の 人 々 は （自営によって）就

業せざるを得ないことになり， この部分は（そのようなフェイズで） しばしぱ偽装失業とよばれた就
(19)

業者に相当することになる。成長癸展 は部分を縮小させるプロセスということもできる。

(経済学部教授）

注 （1 9 ) 成長が停滞すれt f , 順位指標をひきあげながら，賃金をひきあげずに所要の労働量を入手することは可能である。 
これらの点については，小 尾 「労働経済の基礎理論」（く季刊労働法別冊〉労働経済学，1978所収）を参照。
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